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第１編　序　論 
 

第１章　計画策定の方針 

本計画は、両市町の状況を踏まえ、次の方針に基づき策定します。 

 

１　計画の趣旨 

この計画は、市町村の合併の特例に関する法律（合併特例法）に基づき、八日市

場市・野栄町が合併を通じて新市を建設していくにあたり、その基本方針と、そ

れに基づく主要施策を定めるものです。その実現を図ることにより、合併後の新

市の速やかな一体化を図るとともに、調和のとれた地域の発展と住民福祉の向上

をめざします。 

また、本計画は、新市において地方自治法に基づく総合計画を策定するまでの

間、新市の総合計画としての役割を担うものです。 

 

２　計画の構成 

この計画は、新市を建設していくための基本方針と、その基本方針を実現する

ための主要施策、公共的施設の適正配置と整備、財政計画を中心に構成します。 

 

３　計画の期間 

本計画の期間は、平成 17 年度から令和 12 年度までの 26 か年とします。 
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第２章　計画策定の背景 

21 世紀を迎えた今、地方分権の推進と国・地方を通じた財政状況の著しい悪化、

日常生活圏の拡大と広域行政課題の増大、本格的な少子・高齢化社会の到来など、

私たちを取り巻く環境は大きく変化しています。このような現状を踏まえ、新市の

方向を示す建設計画を策定する社会的背景を次のとおり整理します。 
 

１　地方分権への対応と財政事情の変化 

地方分権が進み、地方公共団体や地域の自己責任能力がさらに強く求められる

ようになると、行政サービスや地域活力は、直接的に行政能力の違いにより影響

を受けることになります。市町村は、住民にとって最も身近な地方公共団体であ

り、今後、地域社会に関するさまざまな行政を総合的・自立的に行っていくこと

が必要で、多様化・高度化・専門化する行政ニーズに総合的に対応していくため

には、専門的部署の設置や専門職員の確保など行政の質の向上が不可欠となって

います。 

両市町においては、すでに行財政改革に着手し、定員管理や事務事業の見直し

などにより行財政の効率化を図ってきました。しかしながら地方税や地方交付税

などの一般財源の減少と地方債の増発による公債費の増加などにより依然として

厳しい財政状況が続いています。 

市町村合併は、複数の自治体の新たな結びつきにより、一定の規模を確保する

ことができるとともに、行財政基盤の強化が図られ、さらに、行政組織体制の充

実・合理化を図ることで、今まで積み重ねてきた以上の効果が期待できます。 
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地方財政の経常収支比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：総務省 

 

注）経常収支比率：地方税などの経常一般財源収入のうち、人件費や地方債の元利償還金（公債費）などの経

常支出がどれだけにあたるのかを示す比率。この比率が高いほど、財政の硬直化が進んで

いることになる。市にあっては８０％、町村にあっては７５％程度が妥当なラインと言わ

れている。これを著しく超える地方自治体は財源構造が硬直化しているといわれ、経常的

経費の抑制に努める必要がある。 
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２　日常生活圏の拡大と広域的行政課題の増大 

現在の市町村の枠組みがほぼ形成された昭和 30 年代初期は、徒歩または自転車

による移動が中心の時代でしたが、車社会の進展や情報網の発達等により、住民

の生活圏や企業の経済活動圏は市町村の行政範囲を超えて拡大しています。両市

町においても市町域を越えて通勤・通学等で盛んな交流が行われています。 

また、環境問題や介護、高度な医療体制、生涯学習の場など、市町村の区域を越

えて広域的に対応すべき行政課題が近年急速に増えてきています。こうした行政

課題に対応するためには、生活圏と行政圏域を一致させ、広域的な視点から、ま

ちづくり関連施設や公共施設の効率利用による調和の取れた効果的な行政運営を

図るとともに、市町の枠組みを越えた一体的な行政を推進することが大切になっ

ています。 
 
 

 　　　　通勤・通学による人の移動 

 

 

 

 

 

資料：平成 12 年国勢調査 

 

（単位：人、％）

就業・
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３　総人口の減少と本格的な少子・高齢化社会の到来 

我が国の総人口は、平成 18 年以降、減少すると予測されています。また、昭和

60 年頃から少子・高齢化が急速に進行し、平成 12 年は年少人口（０～14 歳人口）

比率が 15％を割るとともに、老年人口（65 歳以上）比率が 20％に達しつつありま

す。 

両市町においても、人口は昭和 55 年以降増加を続けていましたが、平成 12 年

の国勢調査では減少に転じています。総人口の減少と少子・高齢化は、地域の衰

退や社会保障費、扶助費の増加につながり地域活力の低下が心配されます。 

こうしたなかで、今後も本地域が活性化し、住民が住み慣れた地域で安心して

暮らすためには、これまで以上に地域が一体となって、地域振興に取り組むとと

もに、行財政基盤を強化し、福祉などの質の高い調和の取れた行政サービスを提

供していく必要があります。 

　　　　　　我が国の人口推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所 

｢日本の将来推計人口｣（平成 14 年１月推計）（中位推計）｣ 
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第２編　両市町の現況 
 

第１章　両市町の形成過程 

我が国における市町村合併は、明治 20 年代と、昭和 28～36 年にかけて行われま

した。 

明治 22 年には、明治の大合併といわれ、江戸時代に形成された自然発生的な町村

を、近代的な地方自治制度へと整備するために行われ、全国で約７万あった町村は

約１万 6,000 になりました。 

昭和 28～36 年は昭和の大合併といわれ、日本国憲法制定後に課題となった地方自

治制度の確立をめざして行われ、約 9,900 あった市町村は約 3,500 になりました。

このときには、新制中学の設置、市町村消防の創設などのほか、社会福祉、保健衛生

関係の事務など多くの事務が国から市町村に移譲されました。 

両市町においても、明治 22 年頃に多くの村などが合併によって、新たな町や村に

変わっていきました。 

八日市場市は、明治 22 年に 52 の村が合併し、福岡町、豊栄村、須賀村、匝瑳村、

共興村、平和村、椿海村、豊和村、吉田村、飯高村の 10 町村に再編されました。大

正４年 12 月に福岡町が八日市場町と改称し、その後、昭和 29 年３月にこれら 10 自

治体が合併し、八日市場町となり、同年７月には、市制が施行され八日市場市とな

りました。 

野栄町は、明治 22 年に６つの地域が合併し野田村、栄村の２村に再編され、その

後、昭和 29 年に、これら２村が合併し、野栄町になり、現在に至っています。 
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両市町の合併の歴史的経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪八日市場市≫

(M.22年) 　　 　　(T.４.12.8改称) (S.29.3.31合併) （S.29.7.1市制施行）

福岡町 八日市場町

豊栄村

須賀村

匝瑳村

豊和村

吉田村

飯高村

共興村

平和村

椿海村

　　　＊豊和村、吉田村、飯高村は、昭和23年11月３日に香取郡から匝瑳郡へ編入されました。

≪野栄町≫

(M.22年) （S.29.7.17町制施行）
野田村

栄　村

野
栄
町

八
日
市
場
市

八
日
市
場
町
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第２章　位置と地勢 

八日市場市、野栄町で構成される新市は、千葉県北東部に位置し、東京都心から

約 70ｋｍ圏内、千葉市から約 40ｋｍ、成田国際空港からは約 20ｋｍの距離にありま

す。北は香取郡多古町と山田町、東は旭市と香取郡干潟町、西は匝瑳郡光町に接し

ています。東西が約 11ｋｍ、南北が約 15ｋｍで、総面積は約 101.78ｋ㎡です。 

南部に白砂青松の砂浜が続く九十九里海岸があり、市の主要部分は、平坦地で土

地改良により整地された広大な田園地帯となっています。北部は下総台地のゆるや

かな丘陵地帯となっています。 

ＪＲ総武本線と国道 126 号が、丘陵部と平野部を二分するように東西に走り、千

葉と銚子を結んでいます。また、国道 296 号が北西の成田方面から新市に伸び、千

葉と銚子を結ぶ国道 126 号と合流しています。 

気候は、夏涼しく冬暖かい海洋性気候で、年平均気温 15～16 度、年間降水量は約

1,650ｍｍとすごしやすい地域という特色をもっています。 

注）年平均気温と年間降水量は銚子気象台発表資料より 

 

■新市の位置 
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第３章　人口と世帯 

１　人口と世帯数の推移 

両市町の人口は、昭和 55 年から平成７年まで増加を続けていましたが、５年ご

との国勢調査では、平成 12 年から減少に転じました。平成 12 年の両市町の人口

は 42,914 人で、昭和 55 年の 41,160 人に比べ、4.3％増加していますが、平成７

年と比較すると 2.1％減少しています。 

また、平成 12 年（国勢調査人口）の世帯数は 12,498 世帯、１世帯あたりの人

口は 3.43 人で、年々核家族化が進行しています。 

 
人口・世帯数・１世帯あたり人口の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

人口と世帯の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人、世帯 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：国勢調査 
 
 
 

 

 区　　分 昭和 55年 昭和 60 年 平成２年 平成７年 平成 12 年

 総 人 口 41,160 42,226 42,261 43,357 42,914 

 世 帯 数 10,105 10,508 11,040 12,006 12,498 

 １世帯当たりの人員 4.07 4.02 3.83 3.61 3.43 

 県 人 口 4,735,424 5,148,163 5,555,429 5,797,782 5,926,285

 県 世 帯 数 1,418,917 1,572,575 1,813,903 2,015,296 2,173,312

 １世帯当たりの人員(県) 3.34 3.27 3.06 2.88 2.73 

（人・世帯）
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4.024.07

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

昭和
55年

60年 平成
２年

７年 12年

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

人口 世帯数 １世帯当たりの人口



　

-  -10 

２　年齢３区分別人口 

国勢調査による両市町の平成 12 年の年齢構成をみると、年少人口（0～14 歳人

口）比は 14.0％と県平均を下回っています。一方、老年人口（65 歳以上）比は

22.8％と県平均（14.2％）、全国平均（17.3％）を大きく上回っており高齢化が顕

著に進んでいます。また、生産年齢人口（15～64 歳）比は、63.3％で昭和 60 年以

降緩やかではありますが減少傾向にあります。このことから両市町においては、

少子・高齢化が進行しています。 

 

両市町の年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

年齢３区分別人口の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人、％ 

＊100％調整を実施している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：国勢調査 
 

 

 
区　　分 昭和 60 年 平成２年 平成７年 平成 12 年

平成 12年 

（千葉県）

 年少人口（0～14 歳） 8,354 7,272 6,822 5,991 844,069

 割　合 19.8 17.2 15.7 14.0 14.2 

 生産年齢人口（15～64 歳） 27,568 27,682 27,883 27,152 4,243,664

 割　合 65.3 65.5 64.3 63.3 71.6 

 老年人口（65 歳以上） 6,304 7,307 8,652 9,771 838,552

 
割　合 14.9 17.3 20.0 22.8 14.2 

（％・人）

19.8 17.2 15.7 14.0 14.2

65.3
65.5 64.3

63.3
71.6

14.9 17.3 20.0 22.8
14.2
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３　就業人口 

国勢調査による両市町の就業人口は、昭和 60 年から平成７年までは緩やかに増

加してきましたが、平成 12 年から減少に転じています。これは総人口が減少に転

じたことと、景気の低迷が原因と考えられます。平成 12 年の就業人口は 21,643

人で、産業分野別の内訳は、第１次産業就業者が 18.9％、第２次産業就業者が

27.7％、第３次産業就業者が 53.4％となっており、年々第１次産業就業者の割合

が減少し、代わって第３次産業就業者の割合が増加しています。 

 

産業別就業割合の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

産業別就業人口の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人、％ 

＊分類不能の産業は第３次産業に含め、100％調整を実施している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：国勢調査 

 
区　　分 昭和 60 年 平成２年 平成７年 平成 12年

平成 12年 

（千葉県）

 就　業　人　口 21,587 22,039 22,434 21,643 2,975,685

 第 １ 次 産 業 6,633 5,419 4,657 4,095 117,446

 割　合 30.7 24.6 20.8 18.9 3.9 

 第 ２ 次 産 業 5,428 6,200 6,508 6,001 733,961

 割　合 25.1 28.1 29.0 27.7 24.7 

 第 ３ 次 産 業 9,526 10,420 11,269 11,547 2,124,278

 割　合 44.2 47.3 50.2 53.4 71.4 

（％・人）

44.2 47.3 50.2 53.4

71.4

25.1
28.1

29.0
27.7

24.730.7
24.6 20.8 18.9

3.9

2,975,68521,587 22,039 22,434 21,643

0%

20%

40%

60%

80%

100%

昭和
　60年

平成
　２年

７年 12年 平成12年
（県）

（千葉県）

第１次産業

第２次産業

第３次産業
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第４章　産業構造の現状 
 

１　農林水産業 

平成 13 年の両市町の農業粗生産額の合計は約 143.4 億円であり、両市町別にみる

と、八日市場市が約 90.1 億円、野栄町が約 53.3 億円となっています。種目別では、

米と畜産の規模がほぼ同程度で、次いで野菜、種苗・苗木類などとなっています。 

当地域は、国営の大利根・両総用水事業や、県営かんがい排水、ほ場整備事業が整

備され、水稲をはじめとして野菜の栽培や全国一と言われる植木の生産が盛んで、

県内有数の農業地帯です。しかし、総農家数、専業農家数、農業粗生産額の推移をみ

ると、いずれも減少の傾向にあります。その原因としては、農作物の輸入自由化や

産地間競争の激化など農業をとりまく環境の変化や後継者不足、農業従事者の高齢

化、耕作放棄地の増加などが挙げられます。 

また、林業は、輸入木材の増加による木材価格の低下により経営の厳しさが増し

ており、森林の荒廃も進んでいます。 

一方、水産業については、イワシ漁などによる沿岸漁業が中心で、近年、漁獲量の

減少や従事者及び後継者不足などにより、厳しい経営環境にあります。 

 
 
総農家数と専業農家数、農業粗生産額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農業センサス 
 

農家数と農業粗生産額 
 

（戸）

4,543
4,248

3,902
3,407

2,701

656 585 492
785840

152.7175.9167.0188.3185.5

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

昭和
55年

60年 平成
２年

７年 12年

（億円）

0

100

200

300

400

総農家数 専業農家数 農業粗生産額

単位：千万円

八日市場市 2,110 343 901 332 200 133 33 156 47

野栄町 591 149 533 87 80 76 13 263 14

両市町計 2,701 492 1,434 419 280 209 46 419 61

※総農家数は、自給農家数と販売農家数を合わせた数値です。

        平成13年 千葉県生産農業所得統計

  資料：平成12年 農業センサス

種苗・苗
木類等

農業粗生産額（千万円）
専業農家数
（戸）

総農家数
（戸） 畜産合計 その他米 花き野菜
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２　工業 

当地域には、みどり平工業団地がありますが、工業統計調査によると、両市町に

おける平成 13 年の４人以上の事業所数は 106 か所、従業員数は 3,023 人で、製造品

出荷額(*)等は約 585 億円となっています。 

両市町における推移をみると、事業所数は平成 10 年をピークに減少しています。

従業員数は多少の増減はあるものの、長期的には減少傾向を示しています。製造品

出荷額等は平成５年から平成 10 年までは増加してきましたが、平成 11 年に減少に

転じ、平成 12 年は増加したものの、平成 13 年には再度減少傾向を示しています。 

これらは長引く景気低迷と生産拠点の海外移転などによる影響を受けているため

で、特に当地域では事業所の多くが従業者数29名以下の中小事業所で、社会経済の

変化による影響を受けやすい厳しい状況にあります。 
 

事業所数、従業員数、製造品出荷額等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：工業統計調査 
 

事業所数、従業員数、製造品出荷額等の状況（平成 13 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
注）製造品出荷額等：調査日前１年間における製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額、製造工程から 

出たくず及び廃物の出荷額及びその他の収入額の合計。 

（か所・人）

114 104 99 115 113 106 106

3,677
3,547 3,524 3,551

3,323
3,139

3,023

585
636625

667
641615617

0

1000

2000

3000

4000

平成
７年

８年 ９年 10年 11年 12年 13年

（億円）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

事業所数 従業員数 製造品出荷額等

事業所数
 従業員数
（人）

 製造品出荷額等
（百万円）

 付加価値額
（百万円）

八日市場市 79 2,293 41,353 18,114

野栄町 27 730 17,193 4,639

両市町計 106         3,023       58,546        22,753        

資料：工業統計調査
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３　商業 

商業統計調査によると、両市町における平成 14 年の商店数は 691 か所、従業員数

は 3,482 人、年間販売額は約 769 億円となっています。 

両市町における推移をみると、商店数は昭和 63 年をピークに僅かに減少傾向を示

し、従業員数は、昭和 60 年以降増減を繰り返しつつも長期的視点では増加傾向を示

しています。また、年間販売額は、平成９年をピークに減少に転じています。 

これらの原因としては、成田や旭商圏への購買力の流出やロードサイド店舗(*)の

進出による既存商店街の空洞化などが挙げられます。 

 
 

商店数、従業員数、年間販売額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：商業統計調査 

 

商店数、従業員数、年間販売額の状況（平成 14 年） 

  

 

 

 

 

注）ロードサイド店舗：郊外型専門店で駐車場を持ち、幹線道路沿いに店舗を構えている小売店。 
 

（か所・人）

847814 691743677719733

3,180
3,419 3,4823,484

3,262
3,399

3,212

915

650

818

691

879

769
896

0

1,000

2,000

3,000

4,000

昭和
　60年

63年 平成
　３年

６年 ９年 11年 14年

（億円）

0

300

600

900

1,200

1,500

商店数 従業員数 年間販売額

市　町　名 商店数 従業員数（人）
年間販売額
（千万円）

八日市場市 532 2,790 5,964

野栄町 159 692 1,727

両市町計 691 3,482 7,691

　　　　　　　　資料：商業統計調査
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４　観光 

千葉県観光客入込調査によると、両市町における平成 15 年の年間観光客数は、

八日市場市が約 143 万人、野栄町が約 7 万人となっています。 

両市町における推移をみると、地域全体では平成 11 年以降増加しています。八

日市場市は平成 11 年に減少しましたが、その後、ふれあいパーク八日市場の開設

により増加しています。野栄町は、平成９年以降、サーフィン等マリンスポーツ

やチューリップまつり等のイベントにより増加傾向にあります。 
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第５章　生活基盤の現状 

１　交通関係（道路を含む） 

両市町の道路網は、東西に横断する国道 126 号とそこから北西に伸びる国道

296 号や主要地方道飯岡一宮線、主要地方道八日市場野栄線、市道、町道、農道な

どによって形成されています。 

また、現在一部で建設が進められている銚子連絡道路は、八日市場市がその「整

備区間」に指定されており、平成 18 年度から事業化が予定されています。 

コミュニティバスについては、八日市場市で市内循環バスが運行され、高齢者

や児童・生徒などを中心に広く利用されています。また、野栄町では、栢田浜循環

バスが日常生活を支えており、八日市場市、光町、横芝町の１市３町で運行の維

持を図っています。 

 

 

２　福祉関係（福祉・保健・医療） 

両市町の保健福祉の拠点は、八日市場市にふれあいセンター、保健センター、そ

うさぬくもりの郷、野栄町に総合福祉センターがあります。また、高齢者福祉施
さと

設は、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設、介護療養型

医療施設、養護老人ホームなどがあります。障害者施設としては、八日市場市に

身体障害者療護施設、心身障害者福祉作業所、知的障害者更生施設、知的障害児

施設などがあり、野栄町には知的障害者更生施設が２か所あります。 

 

両市町の福祉施設 

 

 
老人福祉施設 児童福祉施設

身体障害者
更生援護施設

知的障害者
援護施設

八日市場市 4          2           1           2          

野栄町 2          -           -           2          

両市町計 6          2           1           4          

資料：両市町調査
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また、保育所は、八日市場市に公立５か所、私立５か所、野栄町に私立２か所が

あります。 

 

両市町の保育所 

 

 

 

 

 

 

 

医療機関は、八日市場市に公的病院である国保八日市場市民総合病院があり、

野栄町は、光町、横芝町と３町で構成する組合立東陽病院を共同設置しています。 

しかしながら、両病院とも医師については、平成 16 年４月の臨床研修必修化の

影響により、その確保がますます厳しくなっています。また、両病院の他に地域

全体で一般診療所が 36 施設、歯科診療所が 20 施設あります。 

 

両市町の医療施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

公立 私立 合計

八日市場市 5        5        10       

野栄町 -        2        2        

両市町計 5        7        12       

資料：両市町の総合計画

保育所

八日市場市 34       2        32       17       965      1,930    

野栄町 4        -        4        3        2,527    3,369    

両市町計 38       2        36       20       1,129    2,146    

資料：統計でみる市区町村のすがた2003

歯科
診療所(人)

病院・
診療所計

施設当たりの人口医　療　施　設　数

歯科
診療所

一般病院・
診療所(人)

一般病院 一般診療所
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３　ごみ・上下水道関係 

両市町のごみ処理は、本地域及び光町、多古町の１市３町で共同設置の八日市

場市ほか三町環境衛生組合で行われています。また、ごみ処理の広域化に向け、

平成 12 年には、東総地域ごみ処理広域化推進協議会（３市６町）により一般廃棄

物ごみ処理基本計画が、平成 13 年には、東総地域ごみ処理広域施設基本計画が策

定され、一般廃棄物処理のための新たな焼却施設の建設が検討されています。 

火葬場については、平成 14 年に斎場を併設した八日市場市ほか三町環境衛生組

合山桑メモリアルホールが稼動しています。 

し尿処理は、東総衛生組合（２市６町）で収集・処理が行われており、処理施設

は旭市と光町に設置されています。 

生活雑排水の処理については、単独処理浄化槽からの転換を含めて合併処理浄

化槽の設置を促進しています。 
 

両市町のごみ処理の状況（平成 15 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上水道は、九十九里地域水道企業団からの受水により、両市町及び光町で構成

する八匝水道企業団が給水業務を行っています。普及率は八日市場市が約 81％、

野栄町が約 72％となっています。 

 

両市町の上水道の状況（平成 15 年） 

 

 

 

 

 

 

（単位：kg）

年間総収集量 八日市場市 野栄町 １市１町計

焼却処理 6,274,690   1,258,800   7,533,490   

埋立処理 271,380     63,940      335,320     

リサイクル処理 1,433,660   315,300     1,748,960   

両市町計 7,979,730   1,638,040   9,617,770   

資料：八日市場市ほか三町環境衛生組合

(単位：世帯・％・kl)

一般 営業用 官公用 学校 工場 病院 事務所

八日市場市 10,056 81.28 1,826 214 124 76 196 79 19

野栄町 2,758 71.62 386 47 31 21 38 2 2

　　資料：八匝水道企業団

世帯数 普及率
使用水道量（用途別）
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４　教育・文化関係 

両市町の教育施設は、小学校が八日市場市に 11 校（分校を含む）、野栄町に２

校、中学校は八日市場市に２校、野栄町に１校、高等学校は八日市場市に県立、私

立がそれぞれ１校あり、幼稚園は、八日市場市に市立、私立がそれぞれ１園、野栄

町に町立が１園あります。 

生涯学習関連施設では、八日市場市に複合施設型の公民館・図書館、野栄町には

農村環境改善センターなどがあり、生涯学習体制の充実を図っています。 

歴史的遺産等では、八日市場市に仏教の最大級の学問所であった飯高寺（飯高

檀林跡）や長徳寺の仏画、ハリストス須賀正教会の聖画（イコン）、松山神社神楽

などの有形・無形の文化財、野栄町には耳面刀自伝説を物語る内裏塚や六社大社、
みみもの と じ

円長寺、東光寺の六角堂などがあります。 

 

両市町の教育施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５　公園・スポーツ関係 

公園・スポーツ施設では、八日市場市に天神山公園や八日市場ドーム、山桑公園

野球場、市営グラウンド、野外活動施設などがあり、野栄町にはのさかアリーナ

やさざんか広場などがあります。 

 

八日市場市 野栄町 両市町計

　幼稚園数 2         1         3         

　児童数 216       78        294       

　小学校数 11        2         13        

　児童数　 1,820     595       2,415     

　教員数 147       38        185       

　中学校数 2         1         3         

　生徒数 1,026     313       1,339     

　教員数 59        25        84        

　高等学校数 2         -         2         

　生徒数 1,734     -         1,734     
     資料：統計でみる市区町村のすがた2003

高等学校

項　　　　　目

幼稚園

小学校

中学校
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第６章　広域行政の状況 

環境、福祉・医療、水道、消防など、市町村の区域を越えて広域的に対応すべき行

政課題が近年急速に増えています。 

両市町では、東総地区広域市町村圏事務組合（３市５町）に加入し、広域市町村圏

計画やふるさと市町村圏計画の策定など事務事業の共同化を図っています。　　　 

消防救急業務については八日市場市外三町消防組合（１市３町）において共同で

対処しています。 

また、し尿処理については東総衛生組合（２市６町）、ゴミ処理については八日市

場市ほか三町環境衛生組合（１市３町）、水道用水供給施設の設置は九十九里地域水

道企業団（３市 12 町２村）で、水道用水の供給については、八匝水道企業団（１市

２町）でそれぞれ共同で実施しています。 

 

一部事務組合の設置の状況 

 

 

 

八日市場市 野栄町

東総衛生組合
し尿収集・処理及び処理施
設の運営

○ ○

八日市場市ほか三町
環境衛生組合

可燃ごみの収集・処理業務
及び火葬業務

○ ○

八日市場市外三町
消防組合

消防、救急及び消防施設・
設備の整備業務

○ ○

東総地区
広域市町村圏事務組合

・広域市町村圏計画の策
定・実施
・東総地区ふるさと市町村
圏計画の策定・実施
・関係市町職員の共同採用
試験・研修

○ ○

九十九里地域
水道企業団

水道用水供給施設の設置及
び水道用水の供給

○ ○

八匝水道企業団 水道給水業務 ○ ○

東陽病院 医療 ○

　 　　 資料：両市町の総合計画

多古町、光町

横芝町、光町

光町、横芝町

旭市、多古町、飯岡町、海上町、
干潟町、光町

銚子市、旭市、飯岡町、海上町、
干潟町、光町

東金市、茂原市、光町など
15市町村

光町

組 織 名 概　  要
その他の構成市町村

構　成　市　町　村　



　

-  -21 

第７章　行財政指標 

１　概況 

両市町においては、経済状況の悪化による地方税の減少に加え、地方交付税につ

いても制度見直しにより平成13年度以降大幅に落ち込んでおり、歳出を抑制せざる

を得ず、厳しい財政運営を強いられています。 

また、国においては、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004（「骨太

の方針」第４弾）」が閣議決定し、国庫補助金の４兆円規模の縮減廃止や地方交付

税の抑制、３兆円程度の税源移譲などの、いわゆる「三位一体の改革の推進」が盛

り込まれています。 

このような情勢の中、両市町においては、厳しい行財政状況や「三位一体の改革」

に対応する行財政運営が重要な課題となっています。 

平成15年度の両市町の議員数と職員数は、議員数が八日市場市22人、野栄町16人、

合計で38人、一般行政職員数が八日市場市219人、野栄町74人、合計で293人という

状況にあります。 

 

 

両市町の行財政の指標 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：平成 15 年度決算カード 

職員数は平成 15 年地方公務員 
の実態（別冊） 

 

（単位：人・％・千円）

八日市場市 野栄町 両市町計

22 16 38

436 121 557

一般行政職 219 74 293

11,077,532 3,426,818 14,504,350

10,384,113 3,324,131 13,708,244

0.484 0.364 -
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２　地方交付税(*)と財政力指数(*) 

平成15年度の地方交付税は、八日市場市が33.3億円、野栄町が12.8億円となって

います。 

推移をみると、八日市場市は平成12年度以降一貫して減少していますが、野栄町

は平成12年度に減少し、一旦、平成13度に増額、平成14年度から再度、減少してい

ます。 

平成15年度の財政力指数は、八日市場市が0.484、野栄町が0.364となっています。 

 
 

地方交付税と財政力指数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：決算カード 
 

＊表中の地方交付税は、普通交付税と特別交付税の合算です。 
 

注）地方交付税：地方公共団体が、事務を遂行するために必要な経費の内、収入が経費に不足する場合に、

その差額を国が交付する税。 
財政力指数：自治体の財政力を判断する指標。普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需

要額で割ったもので、過去３年間の平均値を用いる。数値が高いほど財源に余裕があると

見られ、１を超えると普通地方交付税が不交付となる。 
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３　経常収支比率 

平成15年度の経常収支比率は、八日市場市が92.3％、野栄町が87.0％となってい

ます。両市町とも80％を超えており財政の硬直化が見られます。 

この原因としては、公債費の増加、地方税の減少、地方交付税の削減などが影響

しており、年々その比率が高くなってきています。 

 

経常収支比率の推移 
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４　地方債現在高と基金現在高 

平成15年度の普通会計における地方債現在高は、八日市場市が約113億円、野栄

町が約25億円で、両市町で約138億円になります。 

平成15年度の基金現在高は、八日市場市が約13億円、野栄町が約11億円で両市町

の合計では約24億円になり、平成９年度の約47億円をピークに減少傾向を示してい

ます。 

また、平成15年度の両市町の普通会計における地方債１人当たりの現在高は、八

日市場市が約34.7万円、野栄町が約25.2万円となっています。 

八日市場市では、地方債現在高が増加し、基金現在高が減少していますが、これ

は、八日市場市の図書館の建設や天神山公園の建設により、公債費が増えるととも

に、一部の基金の取り崩しがあったことが原因となっています。 

 

地方債現在高の推移（普通会計） 

 

 

 

 

 

 

   

資料：決算カード 
 

基金現在高の推移（普通会計） 
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第３編　両市町合併の行財政上の効果 
 

地方自治法や合併特例法などの規定に基づき、合併による行財政上の効果を整理す

ると次のとおりです。 

 

１　住民の利便性の向上 

合併後も両市町の庁舎機能は引き続き活用できることから、住民票の発行など

の窓口サービスは利用可能な窓口が増加し、住居や勤務地の近くなどで利用しや

すくなります｡ 

旧市町の行政区域や、学区を越えた見直しもできるため、必要な場合は生活の

実態に即した、小・中学校区を編成することも可能です｡ 

両市町の公共施設(図書館、スポーツ施設、保健福祉センター等)が利用しやす

くなり、両市町の住民が積極的に利用、参加することができるようになります。 

 

２　サービスの高度化・多様化 

住民に最も身近な自治体として住民ニーズにあった行政サービスを推進するた

めには、専門的な部署を設けたり専門的な知識を持った職員を増やすことにより、

サービスの高度化、多様化が図れます。 

また、行政基盤が強化されることにより、行政サービスを引き上げることがで

き、これまで両市町で行うことができなかった行政サービスを新規に実施するこ

ともできます。 

 

３　広域的観点に立ったまちづくりと施策の展開 

人件費の削減による効果と、国の合併支援措置（合併特例債、普通交付税の算定

の特例としての合併算定替、特別交付税による財政措置、合併市町村補助金など

による財源）により広域的な観点から重点的な予算配分を行い、今まで以上に基

盤整備が計画的に進められ、次のようなまちづくり施策が展開されます。 

道路や公園などの基盤整備については、両市町において格差があったものは改

善され、新市のまちづくりにとって、必要性の高い基盤から重点的に整備するこ

とで投資効果が高まります。 
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自然環境保全や土地の有効利用、防災体制の強化など生活環境面についても、

新市のまちづくりにとって、必要性の高い施策を重点的に推進することで、投資

効果が高まるとともに、環境問題への対応など広域的行政課題に、積極的に取り

組んでいくことができるようになります。 

障害者や高齢者、児童などへの保健福祉サービスは、単独の市町では実施が困

難であった施策の展開が可能になるとともに、既存のサービスについても充実が

期待できます。 

教育・生涯学習については、既存の施策に、両市町の個性的な教育施策が生かさ

れ、ゆとりと個性を育む教育の充実が期待できます。 

産業については、地域の資源を活用と必要性の高い施策を重点的に推進し、人々

の交流が活性化され地域経済の活性化が期待できます。 

 

４　地域のイメージアップと総合的な活力の強化 

両市町の土地利用構想の確立により、効率的で、より個性的なまちの開発・発展

が図られ、地域の存在感が増し、イメージアップが期待できます。 

また、全体的な成長力や対処能力が高くなることから魅力あるまちづくりの推

進が可能となります。 

 

５　行財政の効率化 

総務、企画等の管理部門の効率化を図り、サービス提供や事業実施を直接担当

するサービス部門を手厚くしながらも、職員を全体的に少なくすることができる

とともに、特別職や議員、両市町に置くこととされている委員会の委員等､事務局

職員などの総数も減少し、その経費も削減できます。 

また、現在の両市町の職員が新市の組織下に一体化されることによって、自己

啓発意識が高まることが期待できます。また、各市町において培われた職務経験

や能力を生かしつつ、競争原理が生まれることによって、職員の資質向上や活性

化も期待できます。 

公共施設については、広域的観点からスポーツ施設、文化施設などが効率的に

利用できるようになります｡ 
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両市町が合併することにより、普通交付税の算定の特例、いわゆる合併算定替

が受けられます。これは、合併後 10 か年度は合併しなかった場合の普通交付税措

置を全額保障し、さらに５か年度は激変緩和措置が受けられるという特例です。 

 

◆合併算定替のイメージ 
 

 

 

なお、合併に伴い地方自治法や合併特例法に基づき、合併による財政上のその

他の効果を算出した結果は次のとおりです。 

 
 
合併に伴う財政措置 

   

１～10年度目 16年度目以降

0.9
0.7

0.5
0.3

　段階的に縮減 0.1

新
市
に
お
け
る

普
通
交
付
税

合
併

11～15年度目

合
併
前
の
普
通
交
付
税
の
合
計

合併算定替による
交付税の増加額

新市における普通交付税

財政支援措置 活用可能額 措置の内容

合併市町村まちづくりのための建設事業
に対する地方債措置（合併特例債）

101.5億円 標準全体事業費の上限額106.8億円の95％

合併市町村まちづくりのための基金造成
に対する地方債措置（合併特例債）

13.1億円 標準基金規模の上限額13.8億円の95％

合併直後の臨時的経費に対する普通交付税
措置

3.9億円 ５年間の合計額

合併に関する特別交付税措置 5.5億円 ３年間の合計額

合併市町村補助金（国） 3.0億円 ３年間の合計額

千葉県ふさのくに合併支援交付金 5.0億円 ５年間の合計額

合　　計 132.0億円
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第４編　新市建設の重要課題 
 

新市建設に向けて、その発展方向を設定するため、次のように地域の重要課題を整

理します。 
 

第１章　保健・医療・福祉の充実 

少子・高齢化が進むなか、これからも地域で安心して暮らせるまちづくりが求め

られています。アンケート調査の結果にもあるとおり、保健・医療・福祉の充実は、

住民からの要望も高く、産業の活性化と合わせ新市の最重要課題といえます。 

保健・福祉においては、ふれあいセンターや保健センター、総合福祉センター、そ

うさぬくもりの郷の拠点施設を活用し、母子や成人、高齢者、障害者などへの各種
さと

サービスの充実やボランティアの協力を得た支えあうまちづくりを推進しています。

しかし、今後、少子・高齢化の傾向がますます進むと予想されるため、児童福祉にお

いては、女性の就労構造の変化への対応や、子どもたちを社会で育てるまちづくり、

また、成人・高齢者保健福祉においては、健康寿命の延伸や地域で高齢者を支える

まちづくり、さらに、障害者保健福祉では、障害者の社会参加ニーズへの対応や、地

域で自立して暮らしていける調和の取れたまちづくりが、一層求められています。 

医療においては、公的病院の充実と経営改善及び医師の確保、さらには、一般診

療所との連携強化による医療体制の充実、在宅医療では訪問診療などのサービスの

充実、救急医療については休日や夜間の救急医療体制の確立が望まれます。 
 

将来のまちづくりの方向性に対するニーズ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　資料：平成 15 年６月実施の調査から、八日市場市、野栄町のデーターを抜粋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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第２章　産業の活性化 

両市町では、米、畜産、野菜、植木などの農業と、誘致企業を中心とした工業、国

道沿いに集積した商業がバランスよく発達し、地域の経済を支えてきました。しか

し、我が国全体の不況の長期化や産地間・国際間競争の激化、産業構造の転換が進

むなか、地域の産業は厳しい状況におかれています。 

新市が活力あるまちとして発展していくためには、産業の活性化が重要課題です。

そのためには、両市町で地域資源・地域特性を生かして発展してきた産業を新市と

して融合させるとともに、第１次・第２次・第３次産業が連携しながら、起業や新分

野への進出などに積極的に取り組む調和の取れたまちづくりが求められています。 

 

 

第３章　快適に暮らせる定住環境の整備・充実 

両市町は、九十九里海岸の美しい自然や飯高檀林跡をはじめとする個性的な歴

史・文化に恵まれています。また、消防・防災の体制や保健サービス、図書館や公民

館、祭り・イベント等の活動など、住民アンケート調査回答者の半数以上の住民が

評価をしています。 

その一方で、鉄道・バスなどの公共交通機関や道路整備、雇用の機会、商業施設、

交通安全や医療サービスなどの分野については、快適に暮らせる魅力ある都市づく

りのために一層の充実が求められています。また、両市町とも、道路改良率が 55％

前後、道路舗装率が 73％前後となっており、未整備区間の解消が課題となっていま

す。さらに、両市町に設置されている情報伝達のための防災行政無線の統合整備に

ついても早急な対応が求められています。 

一方、近年は、地球規模の環境問題が深刻化するなか、身近な地域から、ごみの３

Ｒ(*)や産業廃棄物不法投棄の監視の他、生活排水の浄化や循環型社会をめざした環

境にやさしい取り組みを推進していくことが求められています。 

 

 

 

注）３Ｒ：資源を有効活用するため、ごみの減量（リデュース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイク

ル）すること。  
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現在の生活で満足している点 

【満足度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　資料：平成 15 年６月実施の調査から、八日市場市、野栄町のデーターを抜粋 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
 
 
 
 

 

現在の生活で不満に思っている点 

【不満度】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　　　　　　資料：平成 15 年６月実施の調査から、八日市場市、野栄町のデーターを抜粋 
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第４章　地域教育の充実と交流の促進 

新市の発展のためには、未来を担う子どもたちの教育の充実が不可欠です。 

児童数、生徒数が減少するなか、学校教育の充実に向けて、教育施設の整備・充実、

学区再編と学校統合、そして、豊かな心と確かな学力、健やかな体を育成する教育

施策を具体的に展開することが求められています。 

また、両市町にそれぞれある給食施設については、統合を含めた施設整備が課題

となっています。 

一方、生涯学習、生涯スポーツにおいては、子どもから高齢者まで、すべての住民

が生涯を通じて、学習やスポーツに親しみ、住民相互や市内外の人々との交流を通

じて、健康で心豊かに暮らせるまちづくりが求められています。両市町では、学校

や生涯学習施設、スポーツ施設を拠点に、こうした活動が積極的に展開されてきま

したが、合併により、新市全体の施設・設備を有効に活用できるというメリットを

生かして、これらの取り組みの融合・発展を図ることが求められます。 

また、文化の面では、飯高檀林跡や祇園祭、栢田仁組獅子舞など、これまで両市町

で継承されてきた地域文化を、新市で一体的に捉え、一層の保存・継承に努めると

ともに新たな文化創造の取り組みの可能性を探りながら、新市に暮らす住民が新し

い都市を誇りに思い、愛着が持てる調和の取れたまちづくりを進めていく必要があ

ります。 
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第５編　新市建設の基本方針 
 

第１章　新市の将来像 

新市は、東京都心から約 70 ㎞圏内、千葉市から約 40km、成田国際空港から約 20

㎞の立地にあり、伝統文化と歴史が地域に息づき、九十九里海岸など、優れた自然

に恵まれています。このすばらしい自然や文化と共生しながら、市民が、快適に安

心して暮らせるまちづくりを進める必要があります。 

新市では、まちづくりの将来像を『海・みどり・ひとがはぐくむ　活力あるまち』

と定めます。 

 

■新市の将来像 

 

 

 

 

 

 

 

この将来像は、海が、雄大な太平洋とあらゆる分野における新市の無限の発展性

をあらわし、みどりが、下総台地の広大な丘陵と新市の代表的産業である第１次産

業のさらなる隆盛、さらには、海・みどりが一緒になり、本地域の恵まれた自然環境

をあらわしています。また、ひとがはぐくむ活力あるまちが、新市の全住民が一丸

となって豊かな歴史・文化を融合・調和させながら、伝統産業と新しい産業を連携

させて活性化を図り、さらに、生活環境や福祉の充実を図る、多彩な魅力をもった、

活力あふれる都市となることを意味しています。 

この将来像のもと、地域で生まれ育った住民も、他地域から移り住んできた住民

も、さらには、地域を離れた人々も、障害・高齢・若年などの区別なく、一緒にまち

づくりの担い手となって、さんさんとした陽光のなか、笑顔あふれる輝きのある未

来都市を思い描きながら、新市を創造していきます。 

 

 

海・みどり・ひとがはぐくむ 

活力あるまち
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第２章　新市建設の基本目標 

新市では、両市町の総合計画の施策の大綱に沿いながら、新市のまちづくりの将

来像「海・みどり・ひとがはぐくむ　活力あるまち」にふさわしい５つの基本目標を

設定し、その実現をめざしたまちづくりを進めます。 

 

 

少子・高齢化が進むなかで、21 世紀を担う子どもたちが健やかに生まれ育つよう、

子育ての社会的な支援が求められるとともに、生涯にわたって住民が健康で安心し

て暮らし、積極的に社会参加できる環境づくりが求められています。 

新市では、まちぐるみで健康づくり・生きがいづくりに取り組むとともに、ライ

フサイクルに応じて、質・量ともに充実した保健・医療・福祉のサービスが受けられ

るまちづくりを進めます。また、ボランティア活動の活性化を促進し、高齢者や障

害者などを地域で見守り、地域で子どもを育て、住民一人ひとりが生きがいに満ち、

笑顔あふれるまちづくりを進めます。 

 

 

世界的な産業再編、不況の長期化などにより、国内産業は厳しい状況が続いてい

ます。 

新市では、こうした状況を地域ぐるみで打開するため、既存企業の経営基盤の強

化や新規事業への進出を進めながら、21 世紀の多様で高度な消費者ニーズに応えら

れる産業を中心とした、活力ある地域産業の育成に努めます。 

そのために、地域資源を生かしながら、農業と商工業、観光を融合し、新たな需要

の創造を図りながら、若者や女性、高齢者などすべての住民がはつらつと働く、活

気に満ちたまちづくりを進めます。 

＜基本目標１＞ 

＜基本目標２＞ 
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八日市場市には、トウキョウサンショウウオ(*)、野栄町には、ハマヒルガオ(*)など

の貴重な動植物や九十九里海岸など、恵まれた自然は地域の誇りです。都市化や地

域開発が進み、地球環境が悪化するなか、住民にやすらぎと潤いを与える自然環境

を後世に受け継いでいくことは重要な課題です。 

新市では、自然と共生した地域社会、リサイクルなどによる循環型の地域社会の

形成をめざして、恵まれた自然環境の保全と活用を図るとともに、その自然環境の

もとで一人ひとりの住民が安全・快適に生活できるまちづくりを進めます。また、

消防・防災・防犯・交通安全対策などを強化し、住民が安全に暮らせるまちづくりを

進めます。 

 

 

注） 

トウキョウサンショウウオ：関東地方から福島県東部に生息する、体長 80～130ｍｍのサンショウウオ。海岸地

帯から標高 300m 程度の丘陵地帯や、低山地の湧き水のある雑木林に住んでいる。 
ハマヒルガオ　：海岸の砂地に群落をつくる海浜植物で、砂の中に地下茎を長くのばして増えます。茎は砂の

上をはって広がり、葉は互生し長さ２～４cm、幅３～５㎝の腎円形で厚くて光沢がある。花

は淡いピンク色。 

 

＜基本目標３＞ 

＜基本目標４＞ 
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ゆとりある教育環境の中で個性を大切にしながら、生きる力を育む教育へ向けた
はぐく

教育改革を進めるとともに、健康と心の豊かさを実感できる生活の実現が求められ

ています。 

新市では、国際的な視野にたって、これからの社会を担う子どもたちの育成を図

るとともに、子どもからお年寄りまで、生涯を通じて学習し、豊かな交流が生まれ

るまちづくりを進めます。 

また、地域の伝統的な歴史や文化を継承するとともに、地域の個性を生かして新

市の新たな文化を創造し、住民一人ひとりが、個性豊かに輝くまちづくりを進めま

す。 
 

 

安心して暮らせ、活力と魅力ある都市をつくるためには、住民一人ひとりが行政

に積極的に関わることが重要です。 

住民一人ひとりが、まちづくり活動に楽しみながら積極的に参加し、住民と行政

が一体となり共に考え､共に行動するまちづくりを推進します。 

また、合併によりもたらされる効果を住民の生活向上のため最大限に生かし、合

併により懸念される問題点を克服する行政づくりを進めます。 

　情報通信技術は、市民生活の向上や社会経済活動の発展に不可欠なものとなって

います。誰もが安心して情報通信技術を活用して快適な生活を送れるように地域の

情報化を進めるとともに情報通信技術を最大限に活用し、様々な分野での市民サー

ビス向上に取り組んでいきます。 

 

 

＜基本目標５＞ 
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第３章　主要指標の見通し 

１　人口 

新市において、コーホート法(*)により将来の人口を推計すると、平成 22 年に

41,501 人、平成 27 年に 40,195 人までに減少する見通しです。また、65 歳以上人

口の増加はさらに進み、平成 27 年には高齢化率が 26.9％に達すると推計されま

す。 

新市では、若者を中心とした定住人口の確保を図りながら、人口減少に歯止め

をかける必要があります。そのために、合併による地域のイメージアップ効果を

生かしながら、伝統産業の効率化とブランド化や既存産業の高度化、新たな産業

振興策、子育て支援策、快適な生活環境の整備など調和を取りながらバランスよ

く進めていく必要があります。 
 

２　世帯数 

１世帯当たりの人員は、今後さらに核家族化が進展し、平成 27 年には、2.95 人

になるものと想定されます。世帯数の見通しは、総人口と１世帯当たりの人員の

見通しから、13,639 世帯になると見込まれます。 
 

３　就業人口 

就業人口は、平成 27 年には 19,553 人になると見込まれ、第 1 次産業、第２次

産業の就業割合が減少し、第３次産業の就業割合が増加するものと見込まれます。 

新市では、既存の工業団地のさらなる活性化や新規の企業誘致、地域の資源を

生かした起業の促進などにより就業人口の増加を図る必要があります。 

 

 

注）コーホート法：「コーホート」とは、ある年（期間）に生まれた集団のことをいい、コーホート法とは、

その集団のある期間の人口変化を観察することで将来人口を推計する方法。例えば、あ

る年の 20～24 歳人口は５年後には 25～29 歳に達するが、その間の実際の人口変化率を

分析し、これから導き出された傾向を、基準となる 20～24 歳人口に当てはめて計算する

ことで、５年後の 25～29 歳人口が推計される。 
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■主要指標の見通し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：人、％、世帯 

＊平成 7 年と平成 12 年については、実績値（国勢調査）。平成 17 年からは推計値。 
＊人口の将来見通しについては、両市町それぞれコーホート法で推計したものを合算。世帯数については、１世帯当たり人数を実

績の直線回帰により算出。 
＊就業人口は、就業率の実績の直線回帰により推計。 

 区 分 平成７年 平成 12 年 平成 17年 平成 22 年 平成 27 年

 総 人 口 43,357 42,914 42,409 41,501 40,195

 

年

齢

別

人

口

年少人口(0～14 歳) 6,822 5,991 5,810 5,644 5,507

 　割　合 15.7 14.0 13.7 13.6 13.7

 生産年齢人口(15～64 歳) 27,883 27,152 26,506 25,814 23,876

 　割　合 64.3 63.2 62.5 62.2 59.4

 老年人口(65 歳以上) 8,652 9,771 10,093 10,043 10,812

 　割　合 20.0 22.8 23.8 24.2 26.9

 世 帯 数 12,006 12,498 12,910 13,319 13,639

 １世帯当たり人員 3.61 3.43 3.29 3.12 2.95 

 就 業 人 口 22,434 21,643 21,258 20,753 19,553

 就 業 率 51.7 50.4 50.1 50.0 48.6 

 

産

業

別

第１次産業就業人口 4,657 4,095 3,614 3,133 2,581

 割合 20.8 18.9 17.0 15.1 13.2 

 第２次産業就業人口 6,508 6,001 5,612 5,209 4,654

 割合 29.0 27.7 26.4 25.1 23.8 

 第３次産業就業人口 11,269 11,547 12,032 12,411 12,318

 割合 50.2 53.4 56.6 59.8 63.0 
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第４章　地域別の整備方針 

新市では、地理的な特性やまちづくりの展開の可能性から、地域を２つのエリア

にわけるとともに、２つの軸を設け振興方策を定めます。 
 

新市域を「里山・歴史交流エリア」、「田園の生産エリア」の２つのエリアと捉え、

両エリアに存在する地域資源を活用したまちづくりをめざします。 

また、居住地域の生活基盤の整備・促進と工業地区の産業の活性化を促進します。 

さらに、地域発展の中心軸として「商業軸」と「海洋リゾート軸」の２つの軸を位

置づけるとともに、歴史、文化、観光、スポーツ、医療などに関連する施設を、地域

を構成する重要拠点と捉え、整備・振興を図ります。 

 

１　エリア別の整備方針 

【里山・歴史交流エリア】 

里山・歴史交流エリアの豊かな自然の保全を図るとともに、農業や畜産業、林

業などの地域資源を生かした、多彩な交流の場として活用を図ります。 

 

【田園の生産エリア】 

田園の生産エリアは、広大な農業地域と太平洋に面した美しい海岸線を持つ

地域であり、生産機能の強化を図りながら恵まれた自然を生かし、北部の里山・

歴史交流エリアとも連携したグリーン・ツーリズム、ブルー・ツーリズムによる

観光の振興も図ります。 

 

注）グリーン・ツーリズム、ブルー・ツーリズム: 
グリーン・ツーリズムは、緑豊かな農村地域において、その自然・文化・人々との交流 
を楽しむ滞在型の余暇活動。ブルー・ツーリズムは、その漁村での活動。 

 

 

２　軸の整備方針 

【商業軸】 

国道１２６号沿線は、大型店の進出により地域の商業の拠点となる核ができ、

他地域に流出していた地域住民の消費向上が期待できることから、さらなる商店

や外食産業の集積を図り、空洞化しがちであった地域商業の活性化を促進し、「商

業軸」の形成を図ります。 
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【海洋リゾート軸】 

九十九里浜を活用し、海浜観光施設の整備充実と、新市内の歴史的観光資源や

健康・スポーツ施設などとの連携によるネットワーク化を進めるとともに、海岸

及び海浜景観の保全、観光商業の集積を進め、海洋リゾート軸の形成を図ります。 

 
 

■地域別の整備方針図 
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第６編　新市の施策 
 

将来像の実現のために、その基本的な施策体系を各市町の総合計画や住民意識調査、

新市まちづくり懇談会の意見等を踏まえ、次のとおり構成し、総合的、計画的に施策

の展開を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

海
・
み
ど
り
・
ひ
と
が
は
ぐ
く
む　

活
力
あ
る
ま
ち 

個性豊かに学び、人々

が輝くまちをつくる 

自然と共生し、快適で

安全なまちをつくる

住民と行政が連携・協

働するまちをつくる

生きがいに満ち、笑顔が

あふれるまちをつくる

まちぐるみ健康・体力づくりの推進 

高齢者福祉の充実 

障害者福祉の充実 

児童福祉の充実 

地域福祉の推進 

医療体制の充実

循環型社会の形成 

都市機能の形成 

交通網（広域・地域）の整備 

住環境の整備 

防災・防犯体制の強化 

学校教育の充実 

生涯学習の推進 

地域文化の振興 

国際交流・地域間交流の促進 

スポーツ・レクリエーションの推進 

コミュニティの育成と世代間交流の促進 

男女共同参画の促進 

 

農林業の活性化 

水産業の活性化 

商業の活性化 

工業の活性化 

観光の活性化

行財政運営の効率化・高度化 

行財政運営における住民等の連携・協働 

情報通信技術を活用した市民生活の向上

【将来像】　　　　　　　【基本目標】　　　　　　　　　【主要施策】

活力に満ち、はつらつ

としたまちをつくる
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第１章　生きがいに満ち、笑顔があふれるまちをつくる 

１　まちぐるみ健康・体力づくりの推進 

健康増進計画を策定し、保健事業の充実を図り、子育て、親育ての取り組みや身

近な地域で自主的に活動できる介護予防や痴呆予防の取り組み、市民の自主的な

健康・体力づくり活動等を促進します。 
 

２　高齢者福祉の充実 

高齢者福祉については、高齢者保健福祉計画や介護保険事業計画を策定し、介

護サービス基盤の一層の整備や健康維持増進に努めるとともに、サービスの質の

向上を図っていきます。さらに、在宅介護支援センターの機能を強化しながら、

介護保険サービスと在宅福祉サービスの総合的なカリキュラムに基づき、サービ

スの提供に努めていきます。 
 

３　障害者福祉の充実 

障害者福祉については、自立と社会参加に向けて、住みよいまちづくりの推進

を図るとともに、支援費制度の整備・充実を図りながら障害者等に配慮した多様

なサービスの提供に努めます。 
 

４　児童福祉の充実 

児童福祉については、次世代育成支援行動計画を策定し、子育て支援センター

などの設置や専門職による子育てに関する相談窓口の開設及び交流活動を積極的

に推進します。 

さらに、多様化する保育ニーズに対応したサービスや核家族化に伴う放課後児

童対策の充実に努めます。 
 

５　地域福祉の推進 

地域福祉については、地域福祉計画を策定し、すべての市民が安心して暮らせ

るようボランティア活動の活性化を図ります。さらに、地域で高齢者や障害者を

見守り、地域で子どもを育てあげる環境づくりを推進します。 
 

６　医療体制の充実 

医療については、地域の中核病院である国保八日市場市民総合病院の医師の確

保、施設や設備の充実を図るとともに、質の向上に努めます。また、東陽病院につ

いては、今後のあり方について検討します。在宅医療では、訪問診療や訪問看護、

機能訓練などのサービスの充実を促進します。さらに、救急医療については、地

域の基幹病院や医師会などの連携により休日と夜間の救急医療体制の確立を図り

ます。 
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第２章　活力に満ち、はつらつとしたまちをつくる 

１　農林業の活性化 

新市の基幹産業である農業は、農業振興地域整備計画及び地域農業マスタープ

ランや田園環境整備マスタープランを策定し、農地流動化等による経営規模の拡

大や生産基盤の整備、担い手や農業生産法人に対する支援などを推進するととも

に、低農薬栽培等環境にやさしい農業を推進し、湛水防除事業（野田地区、新堀川

地区）等の基盤整備については、県に要望していきます。 

また、新たなブランド作物の開発や保護育成、さらに、インターネット等を利用

した販路の拡大に努めます。 

植木については、植木生産者、関係機関等の協力を得ながら、植木産地としての

育成に努めます。 

また、生産者と消費者・都市と農村との交流によるふれあい農業などへの取り

組みも推進します。 

畜産については、施設の近代化と飼養環境の向上を図るとともに、疾病予防対

策の徹底を支援することにより、安全で安心な畜産物の供給を推進し、経営基盤

の安定を図ります。 

林業については、森林整備計画を策定し、森林の適正な管理とともに、貴重な地

域資源の保全や水源のかん養機能、自然景観の維持、有効活用に努めます。 
 

２　水産業の活性化 

水産業については、漁獲量の低迷や従事者の高齢化、後継者不足など厳しい経

営環境にあるため、今後とも経営の近代化や後継者の育成を支援し、漁業経営の

維持、安定化に努めます。 

 

３　商業の活性化 

商業については、国道１２６号沿線を良好な商業軸として形成し促進します。 

また、既存商店街については、商工会と連携を強化し経営改善指導や人材育成

の機能充実を図り、大型店にはない地域に密着した顧客サービスを展開し、市内

外から集客可能な、特徴ある商店街の形成を促進し、活性化に努めます。 

 

４　工業の活性化 

工業については、臨空工業ゾーンという優位性と銚子連絡道路の整備進展によ

る利便性の向上などを生かして、地元雇用者の多い優良企業の誘致を進めます。 
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また、地元企業の持つ技術や情報の活用及び新たな技術等の導入を支援し、既

存企業の経営基盤の強化や新規事業の展開を促進するとともに、地域資源を生か

した起業を支援し、工業の振興を図ります。 

 

５　観光の活性化 

観光については、九十九里海岸沿岸の他の市町村と連携しながら、日帰り型観

光や年間を通じての観光交流を活性化するため九十九里海岸沿岸の自転車道の整

備など、拠点の整備を図り、ブルー・ツーリズムの推進と併せ、市の北部丘陵地域

の史跡や豊富な自然、祭りなどを生かしたグリーン・ツーリズムを促進します。　　　 

また、八重垣神社祇園祭など多くの祭りや民俗行事とふれあいパーク八日市場

などの地域資源を最大限に利活用し、都市住民との交流の活性化を図ります。 
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第３章　自然と共生し、快適で安全なまちをつくる 

１　循環型社会の形成 

美しい自然環境を後世にわたって保全し、まちづくりに活用していくために、

環境基本計画を策定し、計画的な土地利用を推進しながら乱開発の防止に努め、

一人ひとりの役割分担を明確にしながら総合的に環境行政を推進します。 

上水道については、水質監視や水質管理を促進し安全な水の供給に努めるとと

もに、未給水地域の解消に努めます。また、生活排水対策については、汚水適正処

理構想を策定し、合併処理浄化槽の設置促進と共に排水路整備に努めます。 

ごみ対策については、分別収集計画を策定し、減量・再使用・再生利用というご

みの３Ｒを推進するとともにごみ処理の広域化を推進します。また、県と協力・

連携し、廃棄物の不法投棄に対する監視体制の強化や美化活動を促進するととも

に、公害防止等、地球環境対策を推進します。 

 

２　都市機能の形成 

新市の都市機能や都市景観に配慮したまちづくりを進めるため、都市計画の見

直しを行うとともに、土地利用計画や都市計画マスタープランを策定し、豊かな

自然と都市的魅力を共有した快適な生活環境を創出する都市計画道路の整備や都

市公園の整備などを計画的に進めます。特に、国道 126 号沿線に形成された市街

地や八日市場駅周辺を中心として商業・業務機能の集積を図るため、総合的な基

盤整備を推進します。 

さらに、一体的な景観形成に努めるため、屋外広告物に対する指導強化や公共

建築物などの建設にあたっては、自然、歴史、文化などの地域資源や地域特性に

配慮します。 
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３　交通網（広域・地域）の整備 

新市内及び地域間の交流や連携を促進する交通基盤として、銚子連絡道路が平

成 16 年３月に「整備区間」として指定され、平成 18 年度から事業着手が予定さ

れています。また、市内幹線道路については、拡幅・舗装・交通安全施設の設置を

進めます。 

さらに、ＪＲ総武本線の複線化や普通電車の増発、快速電車の成東以東への延

伸などを引き続き関係機関に要望していきます。併せて、広域的な生活バス路線

の維持や市内循環バス路線の整備を進めるとともに、住民ニーズに対応できる公

共交通システムの構築を図ります。 

 
 

４　住環境の整備 

生活に潤いをもたらす憩いの場、スポーツ・レクリエーションの場など住む人

にとって過ごしやすく、市民の交流を考慮した快適な生活環境の創造に努めます。 

また、老朽化した公営住宅の建替えを進めていきます。 

緑の保全と創出については、緑の基本計画策定に努め、住民参画による緑化を

推進するとともに自然空間をビオトープ・里山などとして保全し、環境教育や環

境保全活動での活用を図ります。 

 

 

５　防災・防犯体制の強化 

地震や風水害などに備え、新市で職員の出動体制や住民の自主防災のあり方を

定めた地域防災計画を策定し、自主防災組織の強化などの防災活動の促進や治水

対策など防災基盤の充実を図ります。また、情報伝達のための防災行政無線を統

合整備し、防災情報体制の充実を図ります。さらに、広域的な常備消防・救急体制

の一層の充実を進め、地域の消防及び救急体制の強化を図ります。 

防犯体制については、警察や防犯協会との連携を強化し、地域ぐるみの活発な

活動を推進することにより犯罪の未然防止に努めるとともに、夜間の犯罪を防止

し、歩行者の安全を図るため、防犯灯など計画的な整備と維持管理に努めます。 
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第４章　個性豊かに学び、人々が輝くまちをつくる 

１　学校教育の充実 

確かな学力を身につけ、豊かな人間性と柔軟な創造性を備えた人づくりを行う

ため、家庭や地域社会との連携を進めるとともにＩＴ教育の充実、外国語指導助

手やスクールカウンセラーの配置、校舎や屋内運動場の整備、給食センターの統

合等ハード・ソフト両面から学校教育環境の整備に努めます。また、児童生徒の

障害の種類や程度、適性に応じたきめ細かな指導と支援体制の整備・充実を図り

ます。 

 

２　生涯学習の推進 

社会的ニーズや地域住民のニーズを踏まえた生涯学習社会の構築に向けて、各

種の講座・学級・教室の充実、リーダーや専門職員の養成・確保に努めるとともに、

既存社会教育施設の改修・整備、学校施設の開放により、生涯学習環境の充実を

図ります。 

 

３　地域文化の振興 

住民が主体となる地域文化の創造を促進するため、生涯学習活動を中心とした、

各種団体による自主的な芸術文化活動への支援や、住民がすぐれた芸術文化に接

する機会の提供を図ります。 

　　　また、地域の歴史と風土に根ざした有形・無形の貴重な歴史文化遺産を地域文 

化の創造に活用しつつ後世に伝えていくため、それぞれの特性に応じた保存体制 

の強化を図るとともに、市民が本地域の文化財に接し学習する場の整備・充実に 

努めます。 

 

４　国際交流・地域間交流の促進 

学校教育や社会教育における中学生海外派遣研修事業や外国青年の招致活動等

の充実を図り、国際性豊かな人づくりを促進します。 

　　　また、国内交流の活性化による、交流人口の増加を図るため、地域の自然環境、 

歴史文化遺産、農林水産業、観光リゾート等に係る特性を生かしながら、多彩な 

地域間交流を推進します。 
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５　スポーツ・レクリエーションの推進 

　　　住民の多様なニーズに応じたスポーツ・レクリエーション活動を支援し、スポ

ーツを通じて一体感を醸成するため、スポーツ施設の充実を図ります。 

　　　また、利用者の利便性を図るため、広域的な利用を可能にし、施設間ネットワ

ークの形成による利用予約システムの構築や自然環境を生かしたレクリエーショ

ン施設の整備・充実、スポーツ・レクリエーション活動に係る指導者の養成と組

織・団体の育成等を図ります。 

 

６　コミュニティの育成と世代間交流の促進 

　　　新しい時代にふさわしい活力ある開かれた地域社会を築くため、コミュニティ 

施設の整備・ネットワーク化、コミュニティ組織の育成やリーダー、ボランティ

アの養成等を実施することにより、住民による自主的・自発的なコミュニティ活

動を促進し、地域における参加意識・連帯意識の醸成を図ります。 

　　　また、地域振興や地域住民のコミュニティを図るためのソフト事業等を推進し 

ます。 

 

７　男女共同参画の促進 

　　　　男女共同参画社会を実現するため、男女共同参画計画を策定し、家庭、学校、

地域等のあらゆる場において男女平等意識の普及・定着化を図り、女性の能力が

十分に発揮できるよう学習の機会及び情報の提供、女性の社会参画活動の促進・

振興を推進し、女性の地位向上に向けた環境整備に努めます。 
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第５章　住民と行政が連携・協働するまちをつくる 

１　行財政運営の効率化・高度化 

多様化する行政需要に対応し、住民生活の一層の向上を図るため、市町の合併

を契機として、行政改革大綱や定員管理計画を策定し、定員の適正化及び経費の

節減・合理化等を図ります。また、人材育成計画を策定し、職員の資質の向上を図

り行財政運営の効率化を図ります。 

 

２　行財政運営における住民等との連携・協働 

よりよい地域づくりをめざすため、広報紙やインターネット等のメディアの活

用、説明会や懇談会の開催などの多様な手段により行政の有する情報を積極的に

公開・発信していきます。 

また、行政サービスを円滑に提供できる体制の充実や行財政運営に民間の識見

や能力を反映・活用するため住民や企業、ＮＰＯ法人、ボランティア組織等の参

画を促進し、連携・協働の充実に努めます。 

 

３　情報通信技術を活用した市民生活の向上 

情報通信技術は、誰もが安心して情報通信技術を活用して快適な生活を送れる

ように地域の情報化を進めるとともに情報通信技術を最大限に活用し、様々な分

野での市民サービス向上に取り組んでいきます。 
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新市の主要事業一覧表 

 基　本　目　標 事　　　　　　　業　　　　　　名

 生きがいに満ち、笑顔あふ

れるまちをつくる

■健康・体力づくり体制の推進 

■介護予防、地域支え合い事業 

■障害者福祉の充実 

■ボランティアの育成と活性化 

■子育て支援の充実 

■市民総合病院の施設整備

 活力に満ち、はつらつとし

たまちをつくる

■商店街活性化事業等の推進 

■中小企業資金融資事業の推進 

■グリーン・ブルーツーリズムの促進 

■交流拠点整備 

■経営体育成基盤整備事業　（椿海地区、万力Ⅱ期地区） 

■県営かんがい排水事業　（軽桶川地区、小川台地区） 

■農道環境整備事業　（東総西部Ⅱ期） 

■基盤整備促進事業　（新堀川上流地区）

 自然と共生し、快適で安全

なまちをつくる

■市内循環バス運行事業 

■防災行政無線統合整備事業 

■広域的な常備消防・救急体制及び施設・設備の整備 

■ＪＲ八日市場駅南口広場整備事業 

■市営住宅つばき団地建替（２期）事業 

■基幹幹線道路網の整備 

・南北連絡道路 

（八日市場市藤四郎野～野栄町内裏塚浜間） 

（八日市場市蕪里～野栄町川辺間） 

・都市計画道路事業（３・４・６号八日市場駅前線外１線） 

・市民総合病院連絡道路（八日市場市イ（仲町）～松山間） 

・東西連絡道路（野栄町今泉～堀川間） 

・中央連絡道路（JR 八日市場駅南口広場～高間） 

・黒松通り整備事業（野栄町今泉浜～栢田浜間） 

・北中央連絡道路（八日市場市生尾～山桑間） 

・市道 101 号線（八日市場市入山崎地先）道路改良事業 

・市道 103 号線（八日市場市長岡地先）舗装新設事業 

・市道 4026 号線（八日市場市松山～大浦地先）道路改良事業 

■合併処理浄化槽の設置促進 

■排水路整備事業 

■県道整備事業 

・主要地方道八日市場野栄線 

・一般県道飯岡片貝線 

・一般県道八日市場山田線 
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 ■海岸整備事業 

・海岸侵食対策事業（吉崎海岸） 

・海岸高潮対策事業（野手海岸） 

■ごみ処理広域化の推進

 個性豊かに学び、人々が輝

くまちをつくる

■生涯学習・生涯スポーツの振興 

■学校教育の充実 

■地域文化の振興 

■中学校校舎改築事業 

■給食センター統合事業 

■図書館分館設置事業 

■（仮称）合併記念公園整備事業 

■小学校校舎改築事業 

■馬洗池（仮称）公園整備事業 

■男女共同参画社会の推進

 住民と行政が連携・協働す

るまちをつくる

■ＮＰＯ、ボランティアとの連携・協働 

■総合窓口（ワンストップサービス）の推進 

■電算システム統合、構築及び運用管理事業 

・基幹、内部情報系システム整備 

■庁舎改築・改修事業 

■まちづくり振興基金の造成
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第７編　新市における県事業の推進 
 

　現在、地方分権や三位一体の改革が進められており、「２１世紀は地方分権の時

代」、「地域間競争の時代」と言われ、地方自治体は意識や財政や政策面での体質

そのものを、これまでの「国依存」から「自主・自立」へと転換する大きな変革の

時期に来ています。このような中、真の地方分権を実現するためには、住民に最

も身近な基礎自治体である市町村が独自性・個性を持った「ちから」をつけ、地域

の発展可能性を将来に引き継いでいくことが大変重要です。 

県としては、新市が基礎自治体として住民のニーズに的確に対応できるよう、

「ふさのくに合併支援交付金」による財政支援や政策立案等に当たっての人的支

援などを行うとともに、以下の方針のもと、様々な場面で、地域住民や新市と連

携しながら、地域特性を活かしたまちづくりを促進していきます。 

新市は、県内有数の農業地帯にあり、首都圏における食料の生産供給基地とし

ての役割を担うとともに、飯高寺などの歴史的遺産、里山や九十九里浜に代表さ

れる豊かな自然環境などを生かした観光・レクリエーションを提供する地域とし

ても飛躍していくことが期待されます。 

このため、県は、地域構造の強化と広域的な交流・連携の促進に重要な銚子連絡

道路、地域の道路ネットワークを構築する主要地方道八日市場栄線、また、新市

において健康で精神的なゆとりのある生活の確保や新市外からの来訪者との交流

促進のための太平洋岸自転車道などの社会基盤施設を計画的に整備します。 

また、安全で安心な生活環境を確保するための自然災害防止対策として吉崎海

岸や野手海岸の海岸侵食・高潮対策について、積極的に取り組むとともに、新市

の基幹産業の一つである農業の充実強化のため基盤整備を推進します。 
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　新市における県事業 

新市で重点的に実施される主な県事業は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主　要　事　業

 農業農村整備事業（再掲） 

■経営体育成基盤整備事業　（椿海地区、万力Ⅱ期地区） 

■県営かんがい排水事業　（軽桶川地区、小川台地区） 

■農道環境整備事業　（東総西部Ⅱ期） 

■基盤整備促進事業　（新堀川上流地区） 

 

県道整備事業（再掲） 

　■主要地方道八日市場野栄線 

■一般県道飯岡片貝線 

■一般県道八日市場山田線 

 

海岸整備事業（再掲） 

　■海岸侵食対策事業（吉崎海岸） 

　■海岸高潮対策事業（野手海岸）
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第８編　公共的施設の適正配置と整備 
 

公共的施設については、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう十分配慮し、地域

の特殊性や地域間のバランス、さらには財政事情等を勘案し、適正配置と整備を図っ

ていきます。 

適正配置と整備の検討にあたっては、行財政運営の効率化はもとより、現在の公共

的施設の有効利用・相互利用等を総合的に勘案し、住民サービスの低下を招かないよ

う配慮するものとします。 
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第９編　財政計画 
 

新市における財政計画は、合併後 25 年間の財政運営の指針として、歳入・歳出を科

目ごとに、過去の実績や現在の経済状況・財政制度を勘案しながら推計し、普通会計

ベースで作成します。 

作成にあたっては、健全な財政運営を基調に、合併に伴う変動要因や主な節減経費

等を反映させるとともに、合併特例債等の財政措置を勘案します。 

 

 

【歳　入】 

（１）地方税 

現行税制度を基本に、過去の実績や人口推計を反映して見込んでいます。 

（２）交付金等 

地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金は、過去の

実績や人口推計、平成 16 年度の制度改正を見込んでいます。 

（３）地方交付税 

現行の交付税制度を基本に、普通交付税算定の特例（合併算定替）等に係る財政

措置を見込んでいます。また、合併特例債等に係る地方債の元利償還金に対する

交付税措置を見込んでいます。 

（４）国県支出金 

人口推計を反映させるとともに、野栄町分の生活保護費等に係る額を加算する

ほか、合併市町村補助金等を見込んでいます。 

（５）地方債 

新市建設計画事業の財源として、現行の地方債制度をもとに、通常債や有利な

合併特例債等見込んでいます。 

 

（６）その他 

分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、繰入金、諸収入等を、人口推

計や財政状況を勘案して見込んでいます。 
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【歳　出】 

（１）人件費 

合併による特別職、議会議員等定数の減による影響を見込んでいます。 

また、一般職員分は、年度ごとの退職者数と採用者数とを調整する減員方法に

よる経費削減効果を見込んでいます。 

（２）扶助費 

人口推計を反映させるとともに、野栄町分の生活保護費等を加算して見込んで

います。 

（３）公債費 

合併までの借入れに対する償還額と合併後の新市建設計画事業等に伴う、合併

特例債等の新たな地方債に係る償還見込額を見込んでいます。 

（４）物件費 

合併直後の臨時的経費の影響と合併による事務経費の削減効果を見込んでいま

す。 

（５）補助費等 

過去の実績と合併効果を勘案して見込んでいます。 

（６）繰出金 

各特別会計への繰出金を見込んでいます。 

（７）その他 

維持補修費、貸付金、投資及び出資金については、過去の実績を勘案して見込ん

でいます。 

（８）投資的経費 

現行の補助、地方債制度を基本に、新市建設計画に位置付ける事業費及び、その

他普通建設事業を見込んでいます。 
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○歳入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：百万円 

 

○歳出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：百万円 

 

 区分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

 地方税 3,605 3,692 3,998 4,053 3,864 3,822 3,842 3,797 3,910 3,906 3,859 
 交付金等 1,276 1,366 971 897 858 839 797 707 755 772 1,053 
 地方交付税 4,216 4,515 4,170 4,418 4,609 5,051 5,118 4,921 4,875 4,789 4,913 
 国県支出金 1,371 1,403 1,582 1,544 2,691 2,873 2,410 2,336 3,483 2,837 2,970 
 その他 3,032 1,607 1,176 1,156 1,198 1,110 1,402 1,310 1,254 1,673 1,353 
 地方債 1,765 900 1,117 1,001 1,665 1,742 1,392 1,663 2,445 2,469 2,003 
 歳入合計 15,265 13,483 13,014 13,069 14,885 15,437 14,961 14,734 16,722 16,446 16,151 

 区分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

 人件費 3,525 3,328 3,150 2,982 2,911 2,760 2,766 2,621 2,488 2,518 2,475 
 扶助費 1,479 1,592 1,703 1,688 1,741 2,223 2,444 2,542 2,614 2,800 2,918 
 公債費 1,736 1,765 1,882 1,882 1,456 1,397 1,389 1,418 1,414 1,319 1,416 
 物件費 2,167 1,617 1,458 1,407 1,544 1,502 1,602 1,647 1,668 1,776 1,860 
 補助費等 2,353 2,147 2,031 2,183 2,774 2,088 1,913 1,775 1,817 1,818 2,405 
 繰出金 973 868 878 968 1,411 1,589 1,533 1,392 1,390 1,377 1,508 
 その他 350 339 294 289 759 1,206 1,066 896 1,295 567 422 
 投資的経費 1,841 1,202 1,131 1,085 1,624 2,078 1,608 1,760 3,222 3,560 2,454 
 歳出合計 14,424 12,858 12,527 12,484 14,220 14,843 14,321 14,051 15,908 15,735 15,458 

 歳出合計
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○歳入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：百万円 

 

○歳出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：百万円 

 

 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

 地方税 3,884 3,932 3,966 3,950 3,909 3,841 3,916 3,907 3,790 4,073 4,100 
 交付金等 932 995 1,039 1,059 1,157 1,303 1,272 1,276 1,486 1,400 1,392 
 地方交付税 4,913 4,780 4,675 5,479 6,881 5,160 5,202 5,132 5,348 5,323 5,418 
 国県支出金 2,891 2,786 2,572 2,956 7,787 4,725 3,865 3,933 3,659 3,343 3,289 
 その他 1,465 1,536 1,529 1,942 2,041 1,778 1,621 2,174 2,661 3,085 2,362 
 地方債 1,172 1,065 1,079 1,351 1,519 1,062 333 323 683 586 613 
 歳入合計 15,257 15,094 14,860 16,737 23,294 17,869 16,209 16,745 17,627 17,810 17,174 

 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

 人件費 2,432 2,462 2,564 2,568 2,876 2,877 2,945 3,075 3,202 3,554 3,623 
 扶助費 3,067 3,102 3,093 3,071 3,203 4,029 3,437 3,789 3,769 3,722 3,617 
 公債費 1,443 1,553 1,576 1,669 1,697 1,750 1,749 1,687 1,657 1,603 1,577 
 物件費 2,002 1,714 1,669 1,762 1,898 1,833 1,884 1,850 1,831 2,130 1,779 
 補助費等 2,171 2,234 2,159 3,001 8,898 2,307 2,371 2,430 2,849 3,190 2,961 
 繰出金 1,398 1,378 1,389 1,412 1,462 1,495 1,534 1,532 1,552 1,607 1,719 
 その他 466 518 453 445 498 589 433 554 621 664 639 
 投資的経費 1,552 1,430 1,165 1,812 1,600 1,870 795 769 1,247 757 760 
 歳出合計 14,531 14,391 14,068 15,740 22,132 16,750 15,148 15,686 16,728 17,227 16,675 
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○歳入　　　　　　　　　　　　　　　　単位：百万円 

 

○歳出　　　　　　　　　　　　　　　　単位：百万円 

 区分 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

 地方税 4,083 4,121 4,153 4,142 
 交付金等 1,410 1,428 1,445 1,463 
 地方交付税 5,388 5,357 5,228 5,180 
 国県支出金 3,333 3,364 3,366 3,382 
 その他 2,175 2,071 1,885 1,795 
 地方債 1,823 2,395 1,470 1,943 
 歳入合計 18,212 18,736 17,547 17,905 

 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成37年度

 人件費 3,618 3,627 3,626 3,622 
 扶助費 3,659 3,704 3,751 3,800 
 公債費 1,532 1,504 1,366 1,243 
 物件費 1,791 1,803 1,814 1,826 
 補助費等 3,203 3,527 3,491 4,075 
 繰出金 1,603 1,600 1,598 1,595 
 その他 1,520 1,719 711 842 
 投資的経費 760 760 760 760 
 歳出合計 17,686 18,244 17,117 17,763 



　

 

資　料 

 

施 設 一 覧 
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【庁　  舎】

№ 施　設　名

竣工　  昭和４９年　３月 構造　  鉄骨鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 １８，５７０㎡ 延床面積　 　４，９３２㎡

竣工　  昭和５５年１０月 構造　  鉄筋コンクリート造２階建

敷地面積　 　７，４１９㎡ 延床面積　 　２，６９６㎡

市庁舎（議会棟含む）1

2 町役場庁舎

施　設　内　容

【保健・医療・福祉】

№ 施　設　名

竣工　  昭和６２年　３月 構造　  鉄筋コンクリート造２階建

敷地面積　 　２，１６２㎡ 延床面積　 　１，０４１㎡

竣工　  昭和４８年　３月 構造　  鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 １９，０７８㎡ 延床面積　 　９，３０６㎡

竣工　  平成　２年　３月 構造　  鉄筋コンクリート造２階建

敷地面積　 　１，１８２㎡ 延床面積　 　１，０６９㎡

竣工　  平成　３年　１月　 構造　  鉄筋コンクリート造４階建

敷地面積　 　７，８６０㎡　 延床面積　 　３，８９８㎡

竣工　  平成１５年１２月 構造　  鉄筋コンクリート造２階建

開設　  平成１６年　４月

敷地面積　 　７，７７３㎡ 延床面積　 　４，４４１㎡

在宅介護支援センター

（そうさぬくもりの郷内）

訪問看護ステーション

（そうさぬくもりの郷内）

ヘルパーステーション

（そうさぬくもりの郷内）

竣工　  昭和６０年　３月 構造　  鉄筋コンクリート造２階建

敷地面積　 　３，３００㎡ 延床面積　 　１，６２４㎡

3 総合福祉センター

2

5

1 保健センター

4

市民総合病院

8

9 養護老人ホーム瑞穂園

6

7

介護老人保健施設

そうさむくもりの郷

八日市場市民ふれあいセンター

施　設　内　容

延床面積　 　　　　４０㎡開設　  平成１６年　４月

開設　  平成１６年　４月 延床面積　 　　　　６２㎡

開設　  平成１６年　４月 延床面積　 　　　　３４㎡
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竣工　  平成　３年　 ２月 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　 　１，２９３㎡ 延床面積　 　　　４０１㎡

マザーズホーム

（市民ふれあいセンターを使用）

竣工　  昭和５４年　３月 構造　  鉄筋コンクリート造２階建

敷地面積　 　２，７９５㎡　 延床面積　 　　　９７６㎡

竣工　  平成　９年１２月　 構造　  鉄筋コンクリート造平屋建

敷地面積　 　４，９１３㎡ 延床面積　 　　　５２９㎡

竣工　  昭和５５年　３月 構造　  鉄筋コンクリート造平屋建

敷地面積　 　２，９１１㎡ 延床面積　 　　　４９６㎡

竣工　  昭和５９年１２月 構造　  鉄筋コンクリート造平屋建

敷地面積　 　２，３３６㎡　 延床面積　 　　　５４３㎡

竣工　  平成　５年　２月　 構造　  鉄筋コンクリート造平屋建

敷地面積　 　２，３４１㎡　 延床面積　 　　　５２５㎡

12 中央保育所

11

10 福祉作業所ほほえみ園

13 豊栄保育所

14 豊和保育所

15 吉田保育所

16 飯高保育所

延床面積　 　　　１１４㎡　（使用部分）開設　  平成１２年　４月

　 【産　  業】

№ 施　設　名

竣工　  平成１４年　３月 構造　  鉄骨造平屋建

敷地面積　 １５，６１０㎡　 延床面積　 　　　７４８㎡

竣工　  平成１２年　３月　　　　　　　

敷地面積　 １８，９５９㎡　　　　　

竣工　  平成１４年　６月　　　　　　　

敷地面積　 　１，９６９㎡　　　　　　

竣工　  昭和６０年　７月　　 構造　  鉄筋コンクリート造２階建

敷地面積　 　４，８２７㎡　　 延床面積　 　１，４４１㎡
4 野栄町農村環境改善センター

2 飯塚沼農村公園

市民農園

1 ふれあいパーク八日市場

3

施　設　内　容
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  【生活・都市基盤】

№ 施　設　名

竣工　  昭和３９　 構造　  壁式コンクリート造　簡易耐火平屋建

敷地面積　 　６，９９３㎡　 延床面積　 　１，１９３㎡

竣工　  平成１４年　６月　 構造　  鉄筋コンクリート造　耐火３階建

敷地面積　 　２，９７２㎡ 延床面積　 　１，８０４㎡

竣工　  昭和４２ 構造　  壁式コンクリート造　簡易耐火平屋建

敷地面積　 １０，９９６㎡ 延床面積　 　２，６２５㎡

竣工　  昭和４６ 構造　  壁式コンクリート造　簡易耐火２階建

敷地面積　 １３，６３６㎡　 延床面積　 　４，６１９㎡

竣工　  昭和５１年　４月　　　　　　　 

敷地面積　 　２，５９１㎡　　　　 

竣工　  昭和５５年　２月　　　　　　 

敷地面積　 　１，４７６㎡　　　　　　 

竣工　  昭和５６年　６月　　　　　　　

敷地面積　 　２，８２４㎡　　　　　　

竣工　  昭和５７年１１月　　　　　　　

敷地面積　 　１，４１１㎡　　　　　　

竣工　  昭和５７年１１月　　　　　　

敷地面積　　　　 ４００㎡　　　　　

みどり平東公園 竣工　  昭和５７年１１月

（野球場含む） 敷地面積　 １０，７９０㎡

山桑公園 竣工　  昭和５９年　３月

（野球場含む） 敷地面積　 ３２，９３１㎡

竣工　  平成 元年　４月

敷地面積　 　６，３７４㎡

竣工　  平成  ２年　８月

敷地面積　　　　 １３０㎡

竣工　  平成  ６年　４月

敷地面積　 　７，５６３㎡

14 鈴歌公園

10

11

7

6

8 みどり平西公園

13

9 みどり平中公園

1 つばき団地

5 若潮公園

12 平和東公園

2 新つばき団地

3 すみれ団地

4 いいぐら団地

椿海公園

小舟内公園

天神山下公園

施　設　内　容
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 竣工　  平成  ８年　３月

敷地面積　 　３，２４６㎡

竣工　  平成１５年　４月

敷地面積　 ６３，５２２㎡

竣工　 平成１７年　９月予定

敷地面積　 ５２，６４８㎡

竣工　  昭和４５年　９月

敷地面積　　　　 ９８５㎡

竣工　  昭和４５年　９月

敷地面積　　　　 ９７０㎡　

竣工　  昭和４６年　６月　

敷地面積　　　　 ５００㎡　

竣工　  昭和４７年　６月　

敷地面積　　　　 ５７３㎡　　

竣工　  昭和５５年　３月

敷地面積　　　　 ７１５㎡　

竣工　  昭和５６年　３月

敷地面積　 　１，６８９㎡

竣工　  昭和５７年　３月

敷地面積　　　　 ４６６㎡

竣工　  昭和５８年　６月

敷地面積　　　　 ８５７㎡　

竣工　  昭和５９年１２月　

敷地面積　 　１，３７９㎡　

竣工　  昭和６１年　３月　

敷地面積　 　１，２７５㎡　

竣工　  昭和６３年　３月　

敷地面積　　　　 ７０５㎡　

竣工　  平成１３年　３月　

敷地面積　 　１，６０７㎡　

吉田児童遊園

22

17 (仮称）野栄町地区公園

28 大堀児童遊園

砂原児童遊園

19 つばき団地児童遊園

20

飯高児童遊園

23

16 天神山公園

18

かしこね児童遊園

27 かぶさと児童遊園

29

いいぐら団地児童遊園

26

すみれ団地児童遊園

21

24 時曽根児童遊園

25

15 平台公園

平和児童遊園

豊栄児童遊園
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 【教育・文化・歴史】

№ 施　設　名

竣工　  昭和５８年　７月 構造　  鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 １０，４７３㎡ 保有面積　 　３，０７６㎡

竣工　  平成　５年　６月　 構造　  鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 １１，８５９㎡　 保有面積　 　３，１２０㎡

竣工　  昭和５４年　５月　 構造　  鉄筋コンクリート造４階建

敷地面積　 １４，３９１㎡　 保有面積　 　４，６８４㎡

竣工　  昭和５２年１１月 構造　  鉄筋コンクリート造平屋建

敷地面積　 　４，５０１㎡　 保有面積　 　　　４７７㎡

竣工　  平成　９年　１月　 構造　  鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 　６，１８４㎡　 保有面積　 　１，９５５㎡

竣工　  平成　６年　３月　 構造　  鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 １４，１０９㎡　 保有面積　 　３，０６２㎡

竣工　  昭和５５年　７月　 構造　  鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 １１，４８２㎡　 保有面積　 　２，４３４㎡

竣工　  昭和４３年　３月　　 構造　  鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 １１，４５４㎡　 保有面積　 　２，４４６㎡

竣工　  昭和５６年　８月　 構造　  鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 １２，４６５㎡　 保有面積　 　１，８６１㎡

竣工　  昭和５９年　８月　 構造　  鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 １４，３５０㎡　 保有面積　 　１，６８３㎡

竣工　  昭和４６年　３月　 構造　  鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 １６，１０７㎡　 保有面積　 　１，７２３㎡

竣工　  昭和５２年　７月　 構造　  鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 ２１，０２２㎡　 保有面積　 　４，５５２㎡

竣工　  昭和５４年　３月　　　 構造　  鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 １９，４８７㎡　　 保有面積　 　４，２６４㎡

竣工　  平成　４年１２月　　 構造　  鉄筋コンクリート造４階建

敷地面積　 ２４，５８９㎡　 保有面積　 　５，２８７㎡

竣工　  昭和６０年１１月　　　 構造　  鉄筋コンクリート造４階建

敷地面積　 ３４，２４９㎡　 保有面積　 　５，６５７㎡
第二中学校

野田小学校

1

2

3

15

8

9

14

13 栄小学校

中央小学校（分校）

6

7

4

5

12

中央小学校

匝瑳小学校

豊栄小学校

平和小学校

椿海小学校

須賀小学校

共興小学校

吉田小学校

10 飯高小学校

第一中学校

11 豊和小学校

施　設　内　容
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 竣工　  昭和４１年　７月　 構造　  鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 ４８，７３０㎡　 保有面積　 　６，２０３㎡

竣工　  平成　８年　２月　　 構造　  鉄筋コンクリート造平屋建

敷地面積　 　３，１２０㎡　 保有面積　 　　　７０６㎡

竣工　  昭和６３年　３月　 構造　  鉄筋コンクリート造平屋建

敷地面積　 　４，８２２㎡ 保有面積　　　 　８５２㎡

竣工　  昭和５３年１０月　 構造　  鉄骨造平屋建

敷地面積　 　３，５５２㎡　 延床面積　 　１，６９８㎡

竣工　  昭和５１年　６月 構造　  鉄筋コンクリート造平屋建

敷地面積　 　２，２０１㎡ 延床面積　 　　　５１５㎡

竣工　  平成　６年１０月　 構造　  鉄筋コンクリート造２階建

敷地面積　 　８，８６３㎡　 延床面積　 　５，４４１㎡

ふれあいスポーツランド 竣工　  平成　６年　５月　　　　 構造　  鉄筋コンクリート造２階建

（のさかアリーナ） 敷地面積　 ２０，８２７㎡　　　　 延床面積　 　４，２６５㎡　

竣工　  昭和４４年１２月　　　　　

敷地面積　 　９，６０５㎡

竣工　  昭和４４年１２月

敷地面積　 　３，６８８㎡　

竣工　  平成１０年　９月  

構造　 鉄筋コンクリート造３階建

敷地面積　 　８，５７４㎡　

延床面積　 ５，４８５㎡（公民館：１，５４８㎡・図書館：３，９３７㎡）

竣工　  平成１５年１０月　 構造　  木造平屋建

開設　  平成１３年　４月

敷地面積　　　　 ５１５㎡ 延床面積　 　　　１６５㎡

椿海児童クラブ

（椿海コミュニティセンターを利用）

豊栄児童クラブ 開設　  平成１４年　４月

（旧豊栄青年館を利用） 敷地面積　 　１，７５１㎡ 使用面積　　　　 　８４㎡

平和児童クラブ

（平和小学校内を利用）

22

学校給食センター（八日市場市）

16 野栄中学校

市営テニスコート

29

26 中央児童クラブ

27

28

公民館・図書館

21 八日市場ドーム

学校給食センター（野栄町）

18 野栄幼稚園

17

25

19

使用面積　 　　　　５９㎡開設　  平成１４年　４月

八日市場幼稚園

20

23 市営グラウンド

24

使用面積　 　　　　６２㎡開設　  平成１６年　４月　
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  竣工　  昭和５８年　１月　 構造　  鉄筋コンクリート造２階建

敷地面積　 ２８，１２６㎡　 延床面積　 　　　４７９㎡

竣工　  昭和５３年　１月　 構造　  鉄筋コンクリート造２階建

敷地面積　 　２，７７１㎡　　 延床面積　 　１，３８３㎡

竣工　  平成１２年１２月　 構造　  鉄骨造平屋建

延床面積　 　　　５９　㎡

竣工　  平成　６年　２月 構造　  鉄骨造２階建 

敷地面積　　　　 ３９１㎡ 延床面積　 　　　１９９㎡

竣工　  平成　７年　３月　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　 　１,２４５㎡　 延床面積　 　　　１８２㎡

竣工　  平成　８年　３月　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　　　　 ９５９㎡　 延床面積　 　　　１６６㎡

竣工　  平成　９年　３月　　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　　　　 ８１６㎡　 延床面積　 　　　１８５㎡

竣工　  平成１０年　２月　　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　　　　 ７７５㎡ 　 延床面積　 　　　１８２㎡

竣工　  平成 １１年　２月　　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　　　　 ４９５㎡ 　  延床面積　 　　　１９３㎡

竣工　  平成 １１年　３月　　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　　　　 ５６９㎡ 　 　 延床面積　 　　　１９６㎡

竣工　  平成 １２年　２月　　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　　　　 ５６１㎡ 　 延床面積　 　　　１９９㎡

竣工　  平成 １３年　３月　　　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　  　２,１００㎡　 　   延床面積　 　　　１９８㎡

竣工　  昭和 ４０年１２月　　 構造　  鉄筋コンクリート造２階建 

敷地面積　　　　 １６５㎡　　 延床面積　 　　　１４５㎡

竣工　  昭和 ４９年　３月　　 構造　  木造瓦葺平屋建 

敷地面積　　　　 ４１３㎡　　 延床面積　 　　　　６６㎡

竣工　  昭和 ５１年　３月　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　 　１，４８７㎡　 　 延床面積　 　　　　７７㎡

勤労者青少年ホーム31

野外活動施設30

須賀コミュニティセンター

32 飯倉駅市民多目的ホール

豊栄コミュニティセンター

36 吉田コミュニティセンター

34 椿海コミュニティセンター

飯高コミュニティセンター

40 匝瑳コミュニティセンター

37 豊和コミュニティセンター

38 平和コミュニティセンター

共興コミュニティセンター

42 中央青年館

43 木積青年館

41

44

39

35

33

富岡青年館
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竣工　  昭和 ４５年１１月　　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　 不明　㎡　  　  延床面積　 　　　　８１㎡

竣工　  昭和 ５４年　２月　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　　　　 ３５８㎡　 延床面積　 　　　　８２㎡

竣工　  昭和 ５５年　３月　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　　　　 ３９０㎡　 延床面積　 　　　　９３㎡

竣工　  昭和 ５６年　２月　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　　　　 ２７４㎡　　 延床面積　 　　　１０９㎡

竣工　  昭和 ５６年　３月　　 構造　  木造瓦葺平屋建

敷地面積　 　１，７２５㎡　　 延床面積　 　　　　８４㎡

49 南神崎青年館

48 中貫青年館

長岡青年館46

47 大堀青年館

45 南山崎青年館



　

 



　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年３月発行 
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八日市場市・野栄町合併協議会 

〒289-2141 

千葉県八日市場市ハの 793-35  

八日市場市民ふれあいセンター１階 

TEL:0479-70-2636 

FAX:0479-70-2638 

E-mail:somu-ok@yngappei.jp 

URL: http://www.yngappei.jp/ 

 


